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概要

タイ労働者保護法の第9次改正により、出産休暇および関連する家族休暇の権利が大

幅に強化されました。本改正は2025年11月7日に官報で公布され、2025年12月7日に

施行されました。改正内容には、出産休暇の延長、配偶者休暇の導入、さらに病気また

は障害を有する子の育児に対する半額支給の休暇の追加が含まれます。また、政府機

関における契約社員の保護が強化され、雇用主による雇用状況の報告要件も変更され

ます。

詳細

主な変更点：

1. 出産休暇：従来の最長98日から最長120日に延長され、雇用主は最大60日分の賃

金を支払う必要があります。

2. 配偶者休暇：配偶者は妻の出産支援のために、子一人につき、全額の賃金支給を

伴う15日間の休暇を取得することが出来ます。

3. 病気または障害のある子のための育児休暇：出産休暇後に連続して取得可能な、

賃金の半額支給を伴う追加の15日間の休暇が取得可能になります。

4. 政府機関における契約社員の保護：政府機関および国営企業は、正規従業員と同

等の基本待遇（賃金、休日、休暇日数）を提供しなければなりません。

5. 雇用状況報告書の提出：従業員数が10人以上の雇用主は、毎年1月に労働保護福

祉局の局長に報告書を提出する必要があります。
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